
播磨町介護人材育成支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護従業者のスキルアップを促進し、介護サービスの質の向上及び播

磨町（以下「町」という。）内の介護サービス事業所の人員確保を目的に、次条に規定す

る交付対象者に播磨町介護人材育成支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付す

ることに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（補助金の交付対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者は、次のいずれかに該当する者とする。 

(１) 第４条第１項に規定する申請を行った日（以下「申請日」という。）において、町

内で介護サービス事業（介護保険法（平成９年法律第123号）第８条及び第８条の２に

規定する事業をいう。以下同じ。）を運営する法人（以下「法人対象者」という。） 

(２) 申請日において、町内で介護サービス事業を提供する事業所（以下「介護サービス

事業所」という。）に勤務している個人（雇用形態は常勤又は非常勤を問わない。以下

「個人対象者」という。） 

（事業の対象経費等） 

第３条 事業の対象経費、補助金の額及び補助金の上限額は、別表のとおりとする。 

（補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、播磨町介護人材

育成支援事業補助金交付申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に、次に掲げる

書類を添えて、町長に申請しなければならない。 

(１) 別表に規定する対象研修（以下「対象研修」という。）の受講料を支払ったことを

証する書類 

(２) 研修受講料が分かる書類 

(３) 法人対象者にあっては、人材育成支援対象従業者（法人対象者が運営する町内の介

護サービス事業所に勤務している者（雇用形態は常勤又は非常勤を問わない。）をいう。

以下同じ。）が町内の介護サービス事業所に勤務していることを証する書類、個人対象

者にあっては、当該事業所に勤務している又は勤務することが決定していることを証す

る書類 

(４) 法人対象者にあっては、研修の受講料の４分の３以上の額を負担していることを証

する書類 

(５) 個人対象者にあっては、研修の受講料の２分の１を上回る額を負担していることを

証する書類 

(６) 対象研修を修了したことを証する書類 

(７) その他町長が必要と認める書類 

２ 法人対象者は、複数の人材育成支援対象従業者に係る補助金をまとめて申請することが

できる。 

３ 申請者は、補助金の交付申請を行うに当たっては、別表に規定する補助対象経費に含ま

れる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規



定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和25

年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて

得た金額（以下「消費税等相当額」という。）がある場合には、これを減額して申請しな

ければならない。 

（補助金の交付決定） 

第５条 町長は、前条の申請書が提出されたときは、その内容を審査し、補助金を交付する

ことを決定（以下「交付決定」という。）したときは、播磨町介護人材育成支援事業補助

金交付決定書（様式第２号）により、補助金を交付しないことを決定したときは、播磨町

介護人材育成支援事業補助金不交付決定書（様式第３号）により申請者に通知するものと

する。 

（補助金の請求等） 

第６条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、

速やかに播磨町介護人材育成支援事業補助金請求書（様式第４号）を町長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 町長は、前項の請求書を受理したときは、補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第７条 町長は、交付決定者が次のいずれかに該当すると認める場合には、当該交付決定の

全部又は一部を取り消すものとする。 

(１) 偽りその他不正の手段により補助金交付を受けたとき。 

(２) 国、兵庫県、市町村又は他の団体からの負担金、補助金等を重複して受けたとき。 

(３) この要綱の規定に違反したとき。 

(４) その他町長が適当でないと認めるとき。 

（交付決定の取消しの通知） 

第８条 町長は、前条の規定に基づき交付決定を取り消したときは、播磨町介護人材育成支

援事業補助金交付決定取消通知書（様式第５号）により、交付決定を取り消した者に通知

するものとする。 

（消費税等相当額の報告） 

第９条 交付決定者は、消費税等相当額が確定した場合は、速やかに消費税等相当額報告書

（様式第６号）により町長に報告しなければならない。 

（補助金の返還） 

第10条 町長は、第７条の規定により交付決定を取り消した場合において、当該取消しに係

る補助金が既に交付されているときは、交付決定を取り消された者に対し期限を定めてそ

の返還を命じなければならない。 

２ 町長は、第９条の規定による報告があった場合において、確定した消費税等相当額が当

該補助金交付の申請時に減額した消費税等相当額を超えるときは、交付決定者に対し期限

を定めて当該補助金に係る消費税等相当額の全部又は一部の返還を命じなければならない。 

３ 前２項に規定する返還の命令は、播磨町介護人材育成支援事業補助金返還命令書（様式

第７号）により行うものとする。 

４ 前項に規定する返還の命令を受けた者は、返還決定額について速やかに町に返還しなけ



ればならない。 

（委任） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

別表（第３条関係） 

対象経費 補助対象経費は次のとおりとする。 

１ 申請者が法人対象者の場合 

次の(１)から(３)までの要件を満たす費用とする。 

(１) 人材育成支援対象従業者が受講した対象研修〔＊

１〕であって、申請日の属する年度内に修了したものに

ついて、当該対象研修実施機関に支払うべき受講料のう

ち４分の３以上を申請者が現に負担していること。 

(２) 申請者が対象研修実施機関に直接支払った受講料又

は人材育成支援対象従業者が負担した受講料に対して支

払った支給金（給与、賃金、諸手当等と明確に区別して

支給したものに限る。）であること。 

(３) 国、兵庫県、市町村又は他の団体からの負担金、補

助金等を重複して受けていないこと又は受ける予定がな

いこと。 

２ 申請者が個人対象者の場合 

(１) 勤務する介護サービス事業所において対象研修の受

講費用補助等がある場合、次のアからウまでの要件を満

たす費用とする。 

ア 申請者が受講した対象研修であって、申請日の属する

年度内に修了したものについて、対象研修実施機関に支

払うべき受講料の２分の１を上回る額を申請者が現に負

担していること。 

イ 申請者又は申請者が勤務する事業所が対象研修実施機

関に直接支払った受講料であること。 

ウ 国、兵庫県、市町村又は他の団体からの負担金、補助

金等を重複して受けていないこと又は受ける予定がない

こと。 

(２) 勤務する事業所において対象研修の受講費用補助等

がない場合、次のアからウまでの要件を満たす費用とす

る。 

ア 申請者が受講した対象研修であって、申請日の属する

年度内に修了したものについて、対象研修実施機関に支



払うべき受講料の全てを、申請者が現に負担しているこ

と。 

イ 申請者又は申請者が勤務する事業所が対象研修実施機

関に直接支払った受講料であること。 

ウ 国、兵庫県、市町村又は他の団体からの負担金、補助

金等を重複して受けていないこと又は受ける予定がない

こと。 

〔＊１〕対象研修 都道府県、市町村又はこれらに指定若

しくは委託された機関が行う次に掲げる研修 

(１) 介護福祉士実務者研修 社会福祉士及び介護福祉士

法（昭和62年法律第30号）第40条第２項第５号に規定す

る文部科学大臣及び厚生労働大臣の指定した学校又は都

道府県知事の指定した養成施設において６月以上介護福

祉士として必要な知識及び技能を修得するための研修 

(２) 介護職員初任者研修 介護保険法施行規則（平成11

年厚生省令第36号）第22条の23第１項に規定する介護職

員初任者研修課程を履修するための研修 

(３) 喀痰吸引等研修（１号、２号及び３号） 社会福祉

士及び介護福祉士法施行規則附則第４条第２項に規定す

る喀痰吸引等研修 

(４) 認知症介護基礎研修 認知症介護実践者等養成事業

の実施について（平成18年３月31日老発第00331010号厚

生労働省老健局長通知）による認知症介護実践者等養成

事業実施要綱（以下「国要綱」という。）に規定する認

知症介護基礎研修 

(５) 認知症対応型サービス事業管理者研修 国要綱に規

定する認知症対応型サービス事業管理者研修 

補助金の額 補助基本額の算出方法は次のとおりとする。 

１ 申請者が法人対象者の場合 

(１) 補助対象経費（人材育成支援対象従業者１人につき

１対象研修当たり） 人材育成支援対象従業者が対象研

修を受講するために必要な受講料のうち、申請者が負担

した費用から寄付金その他の収入額を控除した額 

(２) 補助基本額（人材育成支援対象従業者１人につき１

対象研修当たり） 補助対象経費に４分の３を乗じて得

た額（千円未満切捨て）又は６万円のいずれか低い額 

２ 申請者が個人対象者の場合 



(１) 勤務する介護サービス事業所において対象研修の受

講費用補助等がある場合 

ア 補助対象経費（１対象研修当たり） 申請者が対象研

修を受講するために必要な受講料のうち、申請者が負担

した費用から勤務する事業所から受けた受講費用補助等

の金額を差し引いた額 

イ 補助基本額（１対象研修当たり） 補助対象経費に２

分の１を乗じて得た額（千円未満切捨て）又は６万円の

いずれか低い額とする 

(２) 勤務する事業所において対象研修の受講費用補助等

がない場合 

ア 補助対象経費（１対象研修当たり） 申請者が対象研

修を受講するために必要な受講料のうち、申請者が負担

した費用 

イ 補助基本額（１対象研修当たり） 補助対象経費に２

分の１を乗じて得た額（千円未満切捨て）又は６万円の

いずれか低い額とする。 

補助金の上限額 補助金の上限額は次のとおりとする。 

１ 申請者が法人対象者の場合 １事業所につき１年度あ

たり補助上限30万円 

２ 申請者が個人対象者の場合 １年度あたり補助上限６

万円（１年度当たり１回のみの交付とする。） 



様式第１号（第４条関係） 

 



様式第２号（第５条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第３号（第５条関係） 

 



様式第４号（第６条関係） 

 



様式第５号（第８条関係） 

 



様式第６号（第９条関係） 

 



様式第７号（第10条関係） 

 


